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第8回
中国圏広域地⽅計画学識者等会議

前回会議以降に検討が進んだ
他の中⻑期計画を踏まえた計画の精査

中国圏広域地⽅計画推進室

令和7年6⽉4⽇

資料３
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前回会議以降に検討が進んだ他の中⻑期計画を踏まえた計画の精査

件名 概要 対応状況・⽅針

１
国⼟強靱化
実施中期計画

(P3参照)

・R7年1⽉24⽇ ⽯破総理施策⽅針演
「令和8年度からの実施中期計画については、施策の評価や資材価
格の⾼騰等を勘案し、概ね15兆円程度の事業規模で実施中の５
カ年加速化対策を上回る⽔準が適切との考えに⽴ち、本年6⽉を⽬
処に策定します。」

・R7年4⽉1⽇、国⼟強靱化推進本部にて素案が公表済。

・『国⼟強靱化実施中期計画（素案）「基本的な考え⽅」』に
⽰される要素が概ね反映されていることを確認しました。
・未反映の要素を追記しました。（P7参照）

２
新しい地⽅経済・⽣活環境
創⽣本部の動向

(P4参照)

・R6年12⽉24⽇、「地⽅創⽣2.0の「基本的な考え⽅」」を策定・公
表。

・R7年6⽉に、今後10年間集中的に取り組む基本構想を閣議決定
予定。

・『地⽅創⽣2.0 の「基本的な考え⽅」』に⽰される要素が概ね反
映されていることを確認しました。

・R7年6⽉の基本構想を踏まえ、今後検討してまいります。

３
能登半島地震を踏まえた
災害対策検討WG

(P5参照)

・能登半島地震における災害対応の課題・教訓を整理し、今後の我
が国の災害対応における応急対策等に活かす。
・R6年6⽉に検討開始、R6年11⽉にとりまとめ。

・『令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応の在り⽅について
「災害対応の⽅向性」』に⽰される要素が概ね反映されていること
を確認しました。

４
南海トラフ巨⼤地震
対策検討WG

(P6参照)

・対策の進捗状況の確認や、被害想定の⾒直し、新たな防災対策等
を検討（R5年4⽉〜）。

・R7年３⽉に南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ 報告
書を取りまとめ。

・『南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ報告書』の実施
すべき主な施策の⽅向性が概ね反映されていることを確認しました。

・『「南海トラフ巨⼤地震最⼤クラス地震における被害想定につい
て」』の更新による本⽂への影響がないことを確認。

・関連する想定震度図を更新しました。（P7参照）

５
社会資本整備重点計画

交通政策基本計画の⾒直し

・R6年4⽉に⾒直しの諮問がなされ、現在、社会資本整備審議会
計画部会、交通政策審議会 交通体系分科会 計画部会にて議
論中。

・「地⽅ブロックにおける社会資本整備重点計画」も今後⾒直しの議
論がなされるものと⾒込まれる。

・社会資本整備重点計画や交通政策基本計画の⾒直しについて、
今後の進捗状況を踏まえ、今後検討してまいります。

６ 地域⽣活圏
専⾨委員会

・国⼟形成計画に掲げられた「地域⽣活圏」の形成促進のための施策
を検討。

・R7年5⽉28⽇にとりまとめ。
・R7年5⽉28⽇のとりまとめ結果を踏まえ、今後検討してまいります。

○個々の中⻑期計画の状況と取組を踏まえた精査を実施。今後確認が必要な内容についても整理。



2出典︓第２２回国⼟強靱化推進本部 第１次国⼟強靱化実施中期計画の策定について（R7.4.1）
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3出典︓地⽅創⽣2.0 の「基本的な考え⽅」（R6.12.24）
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4出典︓令和6年能登半島地震を踏まえた災害対策の在り⽅について（R6.11）
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5出典︓南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググループ報告書概要（R7.3.31）
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No. 確認箇所 反映内容 資料 該当
ページ 修正前 修正後

1
国⼟強靱化実施中期計画
（素案）（R7.4.1）
「基本的な考え⽅」

（⼈⼝減少等の社会状
況の変化への対応）

フェーズフリー対策の積極
的導⼊

【資料５】
計画本⽂ P28

第１節 基本戦略（安全・安⼼）
「激甚化する災害から命と暮らしを守り、誰もが安

全で安⼼に住み続けることができる中国圏」を⽬指
すためには、中国圏の持続的な成⻑の基盤として、
暮らし・産業と安全・安⼼が調和した地域づくりが
必要であり、地域総動員で防災対応機能やリダン
ダンシーを確保しつつ、インフラ機能を整備していく。

第１節 基本戦略（安全・安⼼）
「激甚化する災害から命と暮らしを守り、誰もが安

全で安⼼に住み続けることができる中国圏」を⽬指す
ためには、中国圏の持続的な成⻑の基盤として、暮
らし・産業と安全・安⼼が調和した地域づくりが必要
であり、地域総動員で防災対応機能やリダンダン
シーを確保しつつ、インフラ機能を整備していくとともに、
災害時のみならず平時にも有効に活⽤されるフェー
ズフリーな活⽤環境の整備を推進する。

2
国⼟強靱化実施中期計画
（素案）（R7.4.1）
「基本的な考え⽅」

（⼈⼝減少等の社会状
況の変化への対応）
「半島防災・強靱化」等の
推進

【資料５】
計画本⽂ P47

第１節 総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト
「令和６年能登半島地震」の特徴である、半島地
域特有の限られたアクセス性等の特殊性や、情報
収集、被災地への進⼊など応急対応について得ら
れた教訓、復旧・復興の取組を踏まえた防災・減
災対策を推進する。

第１節 総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト
また、「令和６年能登半島地震」の特徴である、半
島地域特有の限られたアクセス性等の特殊性や、情
報収集、被災地への進⼊など応急対応について得ら
れた教訓、復旧・復興の取組を踏まえ、「半島防災・
強靱化」を推進するなど、半島・離島等の条件不利
地域における対策を強化する。

３

南海トラフ巨⼤地震対策検討
WG

南海トラフ巨⼤地震最⼤クラス
地震における被害想定につい
て（R7.3）

想定震度の更新 【資料５】
計画本⽂ P17

４ ー
各種中⻑期計画等の
他計画・施策との連携へ
の反映

【資料５】
計画本⽂ P57

第２節 他計画・施策との連携
本計画の実効性を⾼めるため、国⼟強靱化基本
計画、国⼟利⽤計画（全国計画）、社会資本
整備重点計画及び同計画に基づく中国ブロックに
おける社会資本整備重点計画等の国⼟利⽤や社
会資本整備に関する中⻑期計画、、デジジタル⽥
園都市国家構想総合戦略、等と連携・整合して
計画の推進を図るとともに、県や市町村の国⼟強
靱化地域計画やデジタル⽥園都市国家構想総合
戦略（地⽅版総合戦略）、総合計画等の各種
⻑期計画と連携して⼀体的な推進を図る。

第２節 他計画・施策との連携
本計画の実効性を⾼めるため、国⼟強靱化基本計
画及び同計画に基づく国⼟強靱化実施中期計画、
国⼟利⽤計画（全国計画）、社会資本整備重点
計画及び同計画に基づく中国ブロックにおける社会
資本整備重点計画等の国⼟利⽤や社会資本整備
に関する中⻑期計画、交通政策基本計画、デジタ
ル⽥園都市国家構想総合戦略、地⽅創⽣2.0の
「基本構想」等と連携・整合して計画の推進を図ると
ともに、県や市町村の国⼟強靱化地域計画やデジ
タル⽥園都市国家構想総合戦略（地⽅版総合戦
略）、総合計画等の各種⻑期計画と連携して⼀体
的な推進を図る。 6

■修正箇所
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